
第二地銀協地銀の平成16年度中間決算の概要について

平成16年12月17日

当協会では、会員行の平成16年度中間決算を別添のとおり取りまとめました。
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会員行の平成16年度中間決算の概要
　　　　　　　（要旨）

平成16年12月17日

　会員行の平成16年度中間決算を概観すると、業務純益、経常利益、中間純利益
とも中間期としては3年連続で増益となり、業務純益、経常利益は平成7年度中間

期以来、中間純利益は平成4年度中間期以来の高水準となった。
　また、不良償権処理の着実な進捗を反映し、不良僕権比率は引続き低下してお
り、平成16年度末の集中改善期間の終了に向けて、「中小企業の再生と地域経済の
活姓化を図るための各種の取組みを進めることによって、不良債権問題も同時に
解決していく」というアクションプログラムの目標は着実に達成されつつあるも

のと考えられる。

１．業務純益　経常利益は、中間期としては3年連続の増益となり、平成7年度中間

　期以来の高水準
　　業務純益（2,487億円、前中間期比十189億円、十8.2％）は、債務者区分のラン
　クアップによる要管理債権の減少等から一般貸倒引当金の戻入益が生じたことに加

　え、資金利益の5年ぶりの増加、．人件費を中心とした経費の削減や投信窓販業務等

　の手数料収入の増加等により、中間期としては3年連続の増益となった。
　　また、経常利益（981億円、同＋249億円、＋34.1％）は、株式等関係損益が株式

市況の回復により益超となったことや個別貸倒引当金繰入額の減少等により、中間

　期としては．3年連続の増益となった。

　　なお、薬務純益、経常利益とも平成7年度中間期以来の高水準となった。

２．中間純利益は、中間期としては3年連続の増益となり、平成4年度中間期以来の

高水準　中間純利益（515億円、同＋126億円、＋32.5％）は、上記経常利益の増加により3年

　連続の増益となり、平成4年度中間期以来の高水準となった。

３．不良債権処理額は前中間期比△13.O％滅少、金融再生法開示債権比率は16年3月

　末比△O.51％ポイント低下

　　

　　不良債権処理額は、一般貸倒引当金の取崩超過等による貸倒引当金繰入額、貸出

　金償却の滅少を主因に、前中間期比△204億円、△13.O％減少して1,370億円（コア

　業務純益の62.4％）となった。

　　　　また、金融再生法開示債権は、要管理債権の健全債権化や危険債権以下のオ
　フバランス化を進めたこと等を反映して、16年3月末比△2,526億円、△8.0％減少

　して　2兆8,961億円となり、開示債権比率は、△O.51％ホイント低下して6.85％と

　なった（前中間期末比△1.39％ボイント低下）。

4．単体自己資本比率は16年3月末比＋0.19％ポイント上昇、TierⅠに占める繰延税金資

　産の割合は同△2.2％ポイント低下

　　単体自己資本比率は、16年3月末比＋O.19％ポイント上昇して8.49％となった（前中

　間期末比＋0.25％ポイント上昇）。なお、TierⅠに占める繰延税金資産の割合は、16年
　3月末比△2.2％ポイント低下して22.2％となった（前中間期末比△6.3％ポイント低下）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上
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会員行の平成16年度中間決算の概要

平成16年12月17日

会員行の平成16年度中間決算の概要は次のとおりである。

（注）計数は、平成16年9月末現在の会員行49行べ一スである。

1．損益の状況（資料1参照）

　（1）業務純益（2,487億円、前中間期比＋189億円、＋8．2％）

　　　業務純益は、①債務者区分のランクアップによる要管理債権の減少を主因に、

　　一般貸倒引当金が取崩超過となり300億円の戻入益が生じたこ二と、②有価証券利息

　　配当金の増加により資金利益が中間期としては5寧ぶりに増加（前中間期比＋28

　　億円）したこと、③人件費を中心とした経費の削減（筒△39億円）、投信窓販業務

　　関連を始めとする手数料収入の増加による役務取引等利益の増加（同十17億円）

　　響により、申閲期としては3年連続の増益となり、乎成7年度申闘期以来の商水

　　嬢となった。

　　　困みに、基本酌な収溢カ携標であるコア業務純益㈱は、葡申闇類娩刊79億円、

　　令8．9％増加して2，197億円となり、2年連続の増益となった。

　　　（淺）コア業務純益＝繁務纏益十一般貸倒弓1迭金繰入額一国鍍讐償券関係損盗

　（2）経鴬剰益（981億円、前卒間期銑斗249億円、斗34．1％）

　　　経常利益は、業務純益の増加こ加え、株武讐関係損益が株式布況の園復による

　　株武等償郵の減少により葡申闇期に曹廠き益超（脳億円）となったこと、貸出金

　　償郵（節申闘期比△三08億円）、個別貸倒弓幟金繰入額（筒△δ5鑑図）が減少したこ

　　と割こより、中闘魏としては3年達続の増益となり、乎成7年度申閥期以衆の商

　　水準とな・った。

　（3）申閥純琴1j益（5｛5鑑円、前印閥期比斗126億円、令32．5％）

　　　申闘純利益は、上記経常琴1雌の増カロにより、申閥期としては3年連続の増益と

　　なり、平成4牢。産申閥期以来の高水難となった。

　　　個別行の黒字・稼字讐の状況　　　　　（単位1行）
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（4）経費（3，892億円、前中間期比△39億円、△1－O％）

　　経費は、法人事業税の外形標準課税制度導入に伴う税額の計上による税金の増

加（前中間期比＋28億円）があったものの、．人．員の削減籍による．入件費の減少を

　中心に、前中間期比△39億円、△1.0％減少して3,892億円となった。

2．不良債権の拠理状況（資料2～4参照）

（1）不良債権処理額（1，370儲円、前中間期比△204億円、△13．0％）

　　　不良債権処理額(中)は、一般貸倒引当金の取崩超過等による貸倒引当金繰入額の

　　減少および貸出金鑑却の減少を主困に、前中間期比△2C4億円、△13.0％減少して

　　1,370億円（コア業務純益の62.4％）となった。

　　（注）不良債権処理額は、貸倒引当金繰入額（一般貸倒引当金繰入額、個別貸倒引当金

　　　繰入額、特定海外債権引当勘定繰入額）、貸出金償却、RCC売郵鼠産業再生機構売麹

　　　損、取引先支援損（債権放棄等）、特定債務者支援引当金繰入額等であり、特別利益に

　　　計上されている貸倒引当金の取崩超過額を差し引いた。

　（2）金融再生法開示債権（2兆8，961億円、16隼3月末比△2，526億円、△8．0％）

　　　金融再生法開示債権は、要管理債権の健全債権化や危険債権以下のオフバラン

　　ス化を進めたこと等を反映して、破産更生等債権（16年3月末比△729億円）、危険

　　僚権（同△450億円）および要管理債権（同△1,365億円）がいずれも減少した結果、

　　同△2,526億円、△8.O％減少して2兆8,961億円となった。

　　　この結果、開示債権比率（注1）は、16年3月末比△O.51％ポイント低下して6.85％と

　　なった（前中間期末比△1.39ポイント低下）。

　　　因みに、部分直接償却（注2）については、約7割の会員行（36行）が実施してい

　　るが、会員行全行が実施した場合の開示債権比率は、6・56％となる。

　　（注）1。開示債権比率＝金融再生法開示償権（破産更生等債権＋危険債権＋要管理債権）

　　　　　／総与信×100

　　　　2．部分直接償却とは、破綻先およぴ実質破綻先に対する担保・保証付債権につい

　　　　　て、債権額から担保の評価額および保証等こよる回収が可能と認められる額を控

　　　　　除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額することをいう。

　（3）リスク管理債権（2兆8,640億円、16年3月末比△2,388億円、△7.7％）

　　　リスク管理債権は、3ヵ月以上延滞債権（16年3月末比＋53億円）が増加したもの

　　の、破綻先債権（圃△581億円）、延滞債権（同△440億円）、貸出条件緩和債権（同△

　　1,419億円）がいずれも減少したため、同△2,388億円、△7.7％減少して2兆8,640

　　億円とな・った。

　　　因みに、リスク管理債権比率腱）は、同△0．50％ポイント低下して6．89％となった。

　　（注）リスク管理債権比率－リスク管理債権／貸出金（末残）×l00



３．単体自己資本比率（8.49％、16年3月末日＋0.19％ポイント)（資料５参照） 

 

4. 預金および貸出金（末残） 
 



2．コア業純ROE＝（業務純益＋一般貸倒引当金繰入額一国債等債権関係損益）×

　　（期中日数／中間期日数）／資本計平残×1O0

3．コア業務粗禾1j益ORRi経費／（業務粗利益一国債等債権関係損益）×1OO

Ⅱ．連結決算（速報値）

　（浅）本文および別表記載の遠結決算計数は、連結決算を行っていない大正銀行、奈良銀

　　行、長崎銀行を除く46行べースである。

1．損益の状1兇（資料9参照）

　（1）経常利益

　　　経常利益は、前中間期比＋273億円、＋34.8％増加して1,059億円となった（黒

　　字40行、赤字6行）。

　（2）中間純利益

　　　中間純利益は、前中間期比十94億円、十21．9％増加して523億悶となった（黒字

　　雀1行、赤字5行）。

2．連緒自己資本比率（資料10参照）

　　連結自己資本比率（国内基準）は、16年3月末比令＋O.19％ポイント上昇して8.53％と

　なった。

　　また、連結TierⅠ比率は、同＋0.22％ポイント上昇して6.82％となった。

以　　上
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